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スパークスはアジアを１つの経済圏、『OneAsia』（ワンアジア）として考えています。『OneAsia』のコンセプトは、まさに現在アジ

アで起こっていること、そのものです。国を越えた経済活動が、多くのアジア諸国の成長にとって重要なドライバーになってい

ます。アジアは巨大で活力に満ち溢れています。急激な成長の転換過程にいるアジアの魅力を『SPARX OneAsia 通信』を

通じてお届け致します。 

 

今回は、アジアのコンビニエンスストア（以下、コンビニ）事情についてお話します。日本だけでなく、アジア各国でコン

ビニは早いスピードで成長しており、その重要性は増しています。 

私たちが注目するのは、その成長の背景にある構造的変化です。例えば、高齢化が進んでいるのは日本だけではあ

りませんし、いわゆる都市化、中核都市への人口流入が続いているのは世界的なトレンドです。 

また、コンビニ業界独自の、顧客を呼び込む戦略についても見ていきます。コンビニ業界においては、日本はその最

先端を行っており、トレンドの発信地です。アジア諸国のコンビニは日本の成功事例等を参考にして、より良い店舗にす

るために工夫を凝らしています。 

それではまず、アジアのコンビニの概要について見ていきます。  
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１.アジアのコンビニ概要 

コンビニの歴史については諸説ありますが、コンビニの発祥はアメリカで、1927 年にさかのぼります。日本での初めて

のコンビニは 1960 年代に生まれ、1970 年代に現在の三大コンビニ、セブンイレブン、ファミリーマート、ローソンがいずれ

も一号店を開店しています。 

それから日本のコンビニは独自の発展を遂げ、図表 1 のように、その市場規模は 8.4 兆円とアジア最大の規模となり

ました。 

近年の日本の GDP 成長率はおよそ 0～2%で推移していますが、コンビニ市場は過去 5 年（2010 年から 2015 年）年率

平均 5%で成長しています。 

韓国は日本に次ぐ大きな市場です。1 万人当たりの店舗数は 6.0 と日本の 4.2 を大きく上回っていますが、1 店当たり

の売上が非常に小さく、コンビニに進化の余地があることが分かります。実際に、過去 5 年で年率平均 16%という非常に

高い成長を記録しました。 

一方で、台湾のコンビニ市場は過去 5 年平均で 4%の成長率に留まっています。1 万人当たりの店舗数は 4.4 と、日本

の 4.2 を上回る数字で、成熟期に入りつつあるという認識です。 

タイのコンビニ市場は過去 5 年平均で 11%の成長率を記録しています。タイでは伝統的小売市場が市場の 60%を占め

ており、現代的小売の代表格であるコンビニが成長する余地は十分にあると言えそうです。 

 

（図表１）アジア 5 か国のコンビニ概要 

 

（出所）各種資料をもとにスパークス・アセット・マネジメント作成 

  

日本 韓国 台湾 タイ フィリピン

総人口 1.3億人 5000万人 2300万人 6800万人 1億人

一人当たりGDP 32,561 27,738 22,312 5,747 2,881

都市化率 93% 82% 87% 50% 44%

コンビニエンスストア市場について

市場規模 8.4兆円 1.6兆円 0.7兆円 0.9兆円 700億円

過去5年の平均成長率（2010年-2015年） 5% 16% 4% 11% 21%

コンビニエンスストア店舗数 53,544 30,025 10,161 11,514 2,333

1万人当たりの店舗数 4.2 6.0 4.4 1.7 0.2

1店当たりの売上 43.8万円 14.1万円 19.5万円 21.8万円 11.1万円

1店当たりの客数 870人 394人 806人 1230人 917人

平均客単価 500円 360円 240円 180円 120円

全体の売上に占める比率

ファストフード+プライベートブランド 45% 14% 29% 27% 24%

タバコ 25% 44% 27% 10% 10%
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２. コンビニエンスストアの主要プレーヤー 

アジアのコンビニ市場において、最も存在感があるのは日本のセブン＆アイ・ホールディングスが保有する、セブンイ

レブンです。台湾では President Chain Store、タイでは CP ALL という地場の有力企業がセブン&アイ・ホールディングス

からライセンス供与を受け、7-11 を運営しています。 

日本のファミリーマートは、過去、韓国の BGF Retail に対して同様にライセンスを供与していました。BGF Retail は韓国

で FamilyMart を運営していましたが、2014 年にファミリーマートが韓国から撤退を決めたため、CU というブランドに変更

して現在もコンビニの運営を続けています。 

 

（図表２）アジア 4 か国の主要なコンビニプレーヤー（上場企業） 

 

（出所）各種資料をもとにスパークス・アセット・マネジメント作成 

※特定の有価証券等を推奨しているものではありません。 

  

会社名（証券コード） 運営ブランド

セブン＆アイ・ホールディングス (3382 JP) セブンイレブン

ユニー・ファミリーマートホールディングス (8028 JP) FamilyMart

ローソン (2651JP) Lawson

BGF Retail (027410 KS) CU

GS Retail (007070 KS) GS25

President Chain Store (2912 TT) 7-11

Taiwan FamilyMart (5903 TT) FamilyMart

タイ CP ALL (CPALL TB) 7-11

日本
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2) 店舗サイズ 

他の戦略としては、台湾の President Chain Store は店舗サイズの拡大という戦略も取っています。100 平米以上の店

舗は、2010 年には全体の 30%でしたが、現在は全体の 70%を占めています。店舗サイズが大きくなることで、より多くの食

品・弁当類を取り扱い、集客が生まれ、売上が拡大するというサイクルが生まれています。 

５. 最後に  

アメリカで発祥したコンビニという業態は、日本で大きな発展を遂げ、アジアにそのビジネスモデルが輸出され、各国で

独自の進化を見せています。日本で見られた、都市化に伴う一人世帯の増加や高齢化による利便性への需要の拡大と

いう構造的変化が、いま、アジアでも起こり始めている、もしくは既に起こっています。 

アジアのコンビニを知るうえで、日本で起こったコンビニの進化を学ぶことはとても有用です。加えて、各国の文化的、

地理的、宗教的背景などを理解することで、各国で独自の成長を遂げるコンビニをより理解することができるようになる

でしょう。 

 


